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北海道家計調査の精度 と費用について

清水川 緋紗子

1.は じ め に

北海道家計調査は,農 家経済調査や全国消費実態調査 とともに,本 道の経

済分析を行 う際に消費構造を知 るための基本データの一つである。'消費に対

する一般の人々の認識の高揚そ して経済分析が活発に行われるようになるに

つれ,同 調査の重要性は増 している。ところが,こ の調査のデータと しての

質を詳 しく述ぺている文献は見当 らない。 したがって,こ のデータを経済分

析の基礎として使 う研究者は,デ ータについてさまざまな仮定を設けなけれ

ばな らず,ま た,設 け られた諸条件が本当に成立 しているか否かは不明であ

る。経済学理論の進展に伴 う理論の精緻化か ら乖離 しないデータを整理す る

ことが望まれ る。

他方,電 算機の利用が統計資料作成の分野で も活発に行われ るようになっ

た。それは単に集計の手間を人力か ら機械へ移行 したとい うことを意味す る

ものではない。データの質を変化 させたのである。それ までの統計資料は記

述統計の水準か らそ う離れたものではなかった。為政者がある指標によって

統計資料を集計の上 公表 していた。 その級分けは 多 くの場合 単一の指標毎

に集計 されていたか ら,も し分析者が 複数個の指標で クロスに 集計された

データを利用 して経済予測を したいと望んで もできなかった。現今のEDP

(Electr・nicDataPr・cessing)の 下では,統 計資料は未集計のまま保存 し,資

料分析者が自分で集計 し分析するのが常識であろ う。 したがって,分 析者が

もし実証研究を しようと望むな らば,原 資料についての知識 も持たねばな ら

ない。 さらに原資料を単に与え られるのを待つばか りでな く,原 資料蒐集の

際に も積極的に理論上の援助を為政者に与えて,自 分の欲す る情報を正確に
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得 られ るようすべきであろ う。そ うすればデータの質は向上 し,よ いデータ

の整合性か ら自分の理論の検証ができよう。

以下は北海道家計調査のこれ までの推移を述べ,同 調査の性格を明らかに

して今後の調査設計に役立つ ことを願 うものである。

2.北 海道家計調査 とは

北海道家計調査は,北 海道内の 市部 ・郡部の世帯の内,農 村,漁 家を除

き,適 格世帯の家計の収入 ・支出等を調査 した ものであ り,結 果は北海道統

計に公表 されている。 この調査の概要は,最 近では,『 北海道統計』の第273

号(1969年5月)に 述べ られている。

この調査は1946年,全 国28都 市について 総理府統計局が行 ったC・P・S・

消費者価格調査に始ま り,本 道では札幌,夕 張2都 市の208世 帯が調査され

た。1949年 か ら道 もこれに準拠 した 調査を行い,以 後多 くの変遷を経て今

日にいたっている。

調査の設計方法,調 査内容,分 類内容,分 析方法等々の基本構造は,総 理

府統計局に大きく依存 している。 さらに,総 理府統計局へ影響を与えた もの

の一つ として,占 領軍当局の考え方や往時米国統計局が実施 していた同種の

調査をあげ られ よう。 したがって,こ の調査 の構造変化をもた らす ものと し

て,統 計利用先進国の米国消費者調査の変化 と総理府統計局の全国家計調査

における変更をあげてお く。

次に変遷の様子を1955年 頃までをみると 次の通 りである。 この期間は,

調査方法等が十分でな く,1963年 頃か ら近代的なものとなった。

年 周 名 称 道内標本数1記 事

1946年

し

1消 費 者 価 格 調 査 2市208 総理府統計局が調査を始めた.

1949年 北海道特別消費者価格調査 7市 約500 北海道が調査を始めた.

1951年11月t北 海 道 消 費 実 態 調 査 〃 若干の内容改正.

1953年4月{北 海 道 家 計 調 査 8市 品 目分類か ら用途分類へ.
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3.デ ー一タ の 精 度 に つ い て

デ ー タの 精度 につ いて考 える際 の基本 とな るバ ラツキの程度 は,一 度 よ り

計 算 公 表 され て い な い。 す なわち,1963年11月,全 世 帯 消 費支 出 の標 本 誤

差 係 数 が 全 道1.8%,市 部2.2%,郡 部3.2%で,あ った 。 ち な み に,同 時 点

の設 計 に お け る標 本 変 動 係数 は2.9%,4.O%,4.2%oで あ った 。

1962年7月 総 理 府統 計 局 は 家 計調 査 の拡 大 改正を行い,ひ きつづ きll月

に道 も大 巾 な拡 大 改 正 を 行 な って,近 代 的 な統 計 デ ー タ ら しい様 相 を示 しだ

した。 さ らに1968年1月 に統 計 局 が 家 計 調査 の 一 部 変 更(母 集団の改正)を

行 な い,続 い て 道 も変 更 した 。 した が って これ以後 のデータについては抽 出

方法,目 標 精度,集 計 方 法 も明示 され て い て利 用 者 の便を計 っている。覧

これ以前 の状 態で,道 は ご く部 分 的 に しか それ らを公表 しなか った。都市

別月別一世帯 当た り支 出金額 を,1953年 以前 よ り 時 系 列 デ ー タ と して公 表

してい るが,当 然,そ の標 本 が どの よ うに抽 出 され たか も明記 され るべ きで

あ ったろ う。

公表 され なか った精度について想像す る一つ の材料 と して,公 表 され た デ

ー タか ら次 め よ うな時系列を作 った。何時頃か らどの よ うな形 でデータが公

表 されたかを表 に した。.こ こで 公 表 とは 『北 海 道統 計 』誌上に 印刷 されてい

た ことをい う。暦年,年 度,の 変 り目で調 査 方 法,集 計,印 刷 方法 の変 更 が

行 なわ れ る ので,年2回,1月 と7月 を拾 った。 そ して 抽 出 母 集 団 リス トの

基準時点,抽 出方 法,抽 出 率,抽 出世帯 数,集 計 世 帯 数,そ の他特 記 す べ き

変化 を ま とめ て表1と した。

表1を み る と 次 の こ とが 分 る。1963年 か らと それ 以 前 で は 明 らか に質 的

な差 のあ るのが分 る。 す なわ ち,1963年 以前 は標 本 が 市 部 か らのみ抜 かれ

た のみな らず,集 計 され た 標 本数 が 年 々異 って いて,か つ1959年 よ り前 の

標 本 数 は不 明で あ る。一だか ら,1963年 以 前 の家 計 消 費 に 関す る デ ー タ を使

用す るものは細心の注意 を払 う必要があ る。 これにひ きかえ標本数 のほぼ一

定な1963年 以 降 の未 知 の バ ラ ツキは,標 本数 の違 いに よるバ ラ ツキ の違 い
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を起 していないと考え られる。

抽出率についてみると1/1,340か ら1/1,100へ は原則 とした抽出率の変化

であって層毎に異 り,札 幌のように減少 している所 もあ り,詳 しくは各層の

分析を必要 とする。

調査月か ら発表時点 まで,す なわち,何 ヵ月後に公表が行なわれたかをみ

ると機械集計 となった昨今 もそ う早 くはなっていない。 これは多人数の書い

た多種の原票を審査やパンチを している段階や製本等の時間が短縮 されない

ためと考える。ただ,昨 今では一定の遅れでほぼ毎月発表 されつつある。発

表形式がルーチソ化 されているらしい。

4.本 道 の家計調査の費用 につ いて

標本調査では標本の精度をできるだけたかめると共に費用をできるだけ節

約 しなければな らない。精度の向上 と費用の最小化が標本調査の最適化であ

る。同 じ情報量を得るに もできるだけ最適化すべきである。データ蒐集方法

の最適化は,そ のデータによる母数の推定値が望ま しい特性をもつ ことを要

求 し,例 えば,最 小分散不偏推定値を最小費用で獲得することである。

官庁統計における標本調査費用は,各 官公庁での物件費や人件費の中か ら

当該部分を分離計算するのが難 しいため,そ の調査だけに要 した費用を算出

するのは難 しい。

道の家計調査は毎月約800世 帯,年 間約1万 世帯の家計簿が記入,集 計さ

れてその結果が公表されている。 この調査に要 した費用はい くらであ り,ま

た,ど こで どのように発生す るか考えてみる。

まず この調査での1票 当 りのコス トは幾何で年総額はい くらとなるか。 こ

れ らはまった く不明であるが,年 々アップしてお り今後 も増加 してい くと考

える。 コス トを固定費用と変動費用に分けてみる。固定費用には先にあげた

人件費や物件費等が含まれ,こ れは変動費用に比べ格段の大きさをもつもの

と考える。 しか し,多 くの場合,固 定費用は無視 されて しま う傾向がないと

はいえない。変動費用は,被 抽出者への謝礼,用 紙代,調 査員手当等であっ



北海道家計調査の精度と費用について 77

た。 』 ン ピューター導 入は鉛筆なめなめ,紙 上 の デ ー タを人 海 戦 術 で ソ ロバ

ン処理 を し,統 計 書 印刷 で終 っ てい た ものか らパンチ カー ド,MT,デ ィス

ク等 に デ ータを 記 入 して コン ピューターで計算 し,印 刷 し,か つ補 助 記 憶 装

置 に 記 憶 保 存 され,必 要 とあれ ば デ ・一タ分 析 も 行 なわれ るよ うになった の

である。 コン ピューター導入 は コス ト低減 を生 じたであ ろ うか。決 して低減

は しなか ったであ ろ う。若干 の人力の節約 があ った と して も,そ れ を 上 廻 る

カ ー ド代,パ ン チ代,計 算代 を生 じた 。

次 に 費 用 を発 生 順序 で考え ると

お
G=Σc,
i=1

Cは 総 費 用

0、は調 査 の準 備 段 階 で発 生 す る費用

C2は 標 本 抽 出に 要 す る費 用

c3は 標 本 か らデ ー タを得 るの に要 す る費 用

C4は 集 計 の 費用

C5は 資 料 の 印刷 ・製 本 の費 用

'
c6は 資 料 の保 存 費 用

c7は 資 料 を 活 用 す るに 要 す る費 用

08は そ の他

C、:計 画,立 案 に要 す る費 用 等,例 え ば,こ の調 査 デ ー タに使 うプ ログ ラ ム

作 成 の費用や プ リテス ト代等があ ろ う。

c2:中 央 官 庁 が 各 層 を 抽 出 す るの に要 す る費用や,末 端 役 場 が 各 世帯 を抽 出

'す
る のに 要 す る費 用

C3:調 査 用紙 代,調 査 用 紙 配布,蒐 集 のた め の送 料,調 査 員手 当,被 調 査 者

の謝 礼,審 査 の費 用

C4:コ ン ピ ュー タ ー使 用 料,維 持 費等

05:製 本 料 等

c6:デ ー タの記 帳 保 存 の た め の 費 用,デ ー タ の保 存 とは単 に統 計 書 を 倉庫 へ

積 んで お くことではない。常 に利用可能,殊 に コン ピ ュータ ーに か け ら
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れ る状態 で保管 されね ばな らない し,利 用 者 のた め の ドキ ュ メンテ ー シ

ョンを適切 に行 な う必要があ る。

07:デ ー タ加 工,他 の資料 との照 合,デ ー タを用 いた 分 析 に 要す る費 用等。

es:c1～c7の いず れ に も分 類 で きな い費 用

以上8項 目に分 類 した が,Cl,c6,c7等 に 十 分 な 人力 と金が 配 分 され る必要

があ ろ う。当然総費用 はか な りの もの となるであ ろ う。具体的 に これ らの費

用 が どれ位にな ったかは部外者 のため,興 味 が な いが,決 して安 い 費用 の調

査 で は な い と思 う。 したがって,高 価 な 調 奪 を して い る以 上 ・最 大効果 をあ

げ るべ く留意す る必要 があ ると考 える。 さ らに各統計が体系化 されて経 済分

析 に,あ るい は さまざ まな 予測 に直 ちに使え る姿 で整備 され るべ きであ る。

5.ま と め

以上,簡 単に道家計調査の精度 と費用のごく一部分を眺めた。 この調査は

単独では消費者物価指数調査のウエイ トの決定に使われているし,農 村 ・漁

家の家計調査 と合わさって道民所得推計の消費部門の推計に,ま た,産 業連

関表の最終需要部門の推計に用い られている。 これ ら推計過程で他の統計デ

ータ,例 えば,生 産統計,流 通統計,金 融統計 とのつき合せ も行なわれ,道

家計調査による推計との違いの程度等か らこの調査で得 られ る数字の性質に

ついても明 らかになるであろう。他のデータとの総合方法や,適 切なデフレ

ーターの ことが明 らかになれば,始 めて各月発表される家計調査の数字が読

め,月 毎に比較 した りできよう。

(46.12.25)
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